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議 会 日 誌             

＜２月＞ 

３日（水） 午後 1:00 議会運営委員会 

４日（木） 午前10:00 総務企画委員会 

８日（月） 午後 2:30 青梅、羽村地区工業用水道企業団議会定例会 [羽村市水道事

務所―みねざき・片谷・島﨑議員] 

12日（金） 午後 3:00 東京都十一市競輪事業組合議会定例会 [京王閣競輪場―鴻

井・結城議員] 

16日（火） 午前10:00 議会運営委員会 

17日（水） 午前10:00 定例記者会見 [市役所会議室―久保議長、山内副議長、局長] 

午後 1:30 西多摩衛生組合定例会・全員協議会 [西多摩衛生組合―大勢

待・湖城・迫田議員] 

18日（木） 午前 9:15 議会運営委員会 

 午前10:00 令和２年市議会定例会令和３年２月定例議会 本会議 [市長

施政方針演説、議案審議] 

22日（月） 午後 1:30 東京たま広域資源循環組合議会定例会・全員協議会 [東京自

治会館―鴨居議員] 

 午後 3:30 西多摩地域広域行政圏協議会審議会 [市役所会議室―久保議

長] 

24日（水） 午後 1:30 財政援助団体監査講評・例月出納検査 [市役所会議室―鴻井

監査委員] 

 午後 3:00 議会運営委員会 

 

＜３月＞ 

１日（月） 午前 9:30 環境建設委員会 

 午前10:00 総務企画委員会 

 午前10:00 福祉文教委員会 

２日（火） 午前10:00 福祉文教委員会 

３日（水） 午前10:00 総合病院建替特別委員会 

４日（木） 午前10:00 予算決算委員会 

 午前11:44 全員協議会 [＜市長提出事項＞…１.令和３年度組織改正につ

いて、２.マイナンバーカード交付特設会場の設置について、

３.令和３年度税制改正の主な内容について、４.ウメ輪紋ウ
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イルスについて、５.青梅市モーターボート競走事業におけ

る地方公営企業法の全部適用について、６.投票区投票所の

統合について、＜議長提出事項＞…１.議会史編さん委員会

の設置について] 

午後 1:40 東青梅１丁目地内諸事業用地等特別委員会 

８日（月） 午前 9:15 議会運営委員会 

 午前10:00 本会議 [議案審議、一般質問] 

９日（火） 午前10:00 本会議 [一般質問] 

10日（水） 午前10:00 本会議 [一般質問] 

 午後 1:20 新型コロナウイルス対策特別委員会 

11日（木） 午前10:00 総務企画委員会 

 午前10:00 福祉文教委員会 

12日（金） 午前 9:15 議会運営委員会 

 午前10:00 本会議 [委員会審査報告、議案審議] 

13日（土） 午前10:00 新病院建設工事安全祈願祭 [総合病院―久保議長、山内副議  

長、下田総合病院建替特別委員長、山田総合病院建替特別

副委員長] 

15日（月） 午前10:00 予算決算委員会 

16日（火） 午前10:00 予算決算委員会 

17日（水） 午前10:00 予算決算委員会 

22日（月） 午前 9:15 議会運営委員会 

 午前10:00 本会議 [常任委員会の所管事務調査報告について、特別委員     

会の中間報告について、委員会審査報告、議案審議] 

26日（金） 午後 1:30 例月出納検査 [市役所会議室―鴻井監査委員] 

30日（火） 午後 2:30 東京都十一市競輪事業組合議会臨時会 [東京自治会館―鴻

井・結城議員] 

 

＜４月＞ 

１日（木） 午前10:00 辞令交付式 

８日（木） 午後 3:00 東京都市議会議長会局長連絡会議 [小金井宮地楽器ホール―

局長] 

12日（月） 午前11:00 関東地区競艇主催地議会協議会事務局長会議 [ボートレース 

江戸川―局長] 

15日（木） 午後 2:00 埼玉県久喜市議会視察 [市役所―通年議会について] 
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19日（月） 午後 2:15 東京都市議会議長会理事会・臨時総会 [東京自治会館―久保  

議長、局長] 

23日（金） 午後 1:00 新型コロナウイルス対策特別委員会 

 午後 2:46 福祉文教委員会 

27日（火） 午後 1:30 例月出納検査 [市役所会議室―鴻井監査委員] 

28日（水） 午前 9:15 議会運営委員会 

 午前10:00 令和２年市議会定例会令和３年４月臨時議会 本会議    

[議案審議、委員会審査報告] 

 午前10:13 予算決算委員会 
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議 長 会 の 動 き             

 

 東京都市議会議長会  

 

２月１日（月）   調査事務研究会（オンライン開催） 

＊ 講演 「ここまで使える政務活動費 ～最新判例知ってますか？～」 

  講師 廣瀬 和彦 氏 

     株式会社 地方議会総合研究所 代表取締役 

     明治大学政治経済学部講師 

 

２月８日（月）   議員研修会（オンライン開催） 

＊ 演題 「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０について」 

  講師 宮坂 学 氏 

     東京都副知事 

 

２月17日（水）   理事会・定例総会（書面会議） 

〇理事会 

＊ 報告事項（了承） 

会務報告 以下10件 

＊ 協議事項 

１ 関東市議会議長会第87回定期総会で審議する都県提出議案について（原案どお

り決定） 

２ 関東市議会議長会、全国市議会議長会及び市議会議員共済会の次期役員等の推

薦について（原案どおり決定） 

３ 東京都市議会議長会理事会・臨時総会の開催について（原案どおり決定） 

４ 東京都市議議長会２月定例総会の運営について（原案どおり決定） 

＊ その他 

 １ 令和２年度東京都市議会議長会事業日程 

 ２ 令和３年度東京都市議会議長会事業日程 

 ３ 東京都市議会議長会会員及び副議長・事務局長名簿 

 ４ 令和２年度東京都市議会議長会関係役員 

 ５ 東京都後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙について 
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〇定例総会 

＊ 報告事項（了承） 

会務報告 以下12件 

＊ 協議事項 

 １ 関東市議会議長会第87回定期総会で審議する都県提出議案について（原案どお

り決定） 

２ 関東市議会議長会、全国市議会議長会及び市議会議員共済会の次期役員等の推

薦について（原案どおり決定） 

＊ その他 

 １ 令和２年度東京都市議会議長会事業日程 

 ２ 令和３年度東京都市議会議長会事業日程 

 ３ 東京都市議会議長会会員及び副議長・事務局長名簿 

 ４ 令和２年度東京都市議会議長会関係役員 

 ５ 東京都後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙について 

 ６ 東京都市議会議長会理事会・臨時総会の開催について 

 

４月８日（木）   局長連絡会議 

＊ 案件（了承） 

１ 各市提出議案について 

２ 令和２年度東京都市議会議長会歳入歳出決算の認定について 

３ 東京都市議会議長会理事会及び臨時総会の運営について 

＊ 連絡事項 

 １ 令和３年度東京都市議会議長会関係役員について 

 ２ 東京都市議会議長会会員及び副議長・事務局長名簿について 

 ３ 令和３年度東京都市議会議長会事業日程について 

 ４ 令和２年度東京都市議会議長会関係役員について 

 ５ 令和２年度東京都市議会議長会事業日程について 

＊ その他 

 

 

４月19日（月）   理事会・臨時総会 

〇理事会 

＊ 報告事項（了承） 

  会務報告 以下５件 
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＊ 協議事項（了承） 

 １ 各市提出議案について 

 ２ 令和２年度東京都市議会議長会歳入歳出決算の認定について 

 ３ 東京都市議会議長会臨時総会の運営について 

＊ その他 

  参考資料について 

  (1) 令和３度東京都市議会議長会関係役員 

  (2) 令和３年度東京都市議会議長会事業計画 

  (3) 令和３年度東京都市議会議長会歳入歳出予算 

  (4) 東京都市議会議長会会員及び副議長・事務局長名簿 

  (5) 令和３年度東京都市議会議長会事業日程 

  (6) 令和２年度東京都市議会議長会関係役員 

(7) 令和２年度東京都市議会議長会事業日程 

(8) 東京都市議会議長会会則・諸規程 

〇臨時総会 

＊ 報告事項（了承） 

  会務報告 以下５件 

＊ 協議事項（原案どおり認定） 

  令和２年度東京都市議会議長会歳入歳出決算の認定について 

歳  入  予算額 1,245万5,000円  決算額 1,839万9,597円 

歳  出  予算額 1,245万5,000円  決算額   247万  793円 

差引残額  1,592万8,804円（翌年度へ繰り越し） 

＊ その他 

  参考資料について 

  (1) 令和３度東京都市議会議長会関係役員 

  (2) 令和３年度東京都市議会議長会事業計画 

  (3) 令和３年度東京都市議会議長会歳入歳出予算 

  (4) 東京都市議会議長会会員及び副議長・事務局長名簿 

  (5) 令和３年度東京都市議会議長会事業日程 

  (6) 令和２年度東京都市議会議長会関係役員 

(7) 令和２年度東京都市議会議長会事業日程 

(8) 東京都市議会議長会会則・諸規程 
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 関東市議会議長会  

   

４月27日（火） 理事会・定期総会（書面会議） 

＊ 協議 

 １ 議案 

[会長提出議案] 

(1) 令和２年度関東市議会議長会歳入歳出決算（原案どおり認定） 

歳  入  予算額 1,611万3,566円  決算額 2,306万6,350円 

歳  出  予算額 1,611万3,566円  決算額 1,090万9,760円 

差引残額 1,215万6,590円（翌年度へ繰り越し） 

  (2) 令和３年度関東市議会議長会歳入歳出予算（原案どおり決定） 

    歳入、歳出ともに2,421万7,590円 

[都県提出議案]（原案どおり決定） 

(1) 新型コロナウイルス感染症拡大の影響下における安定的行政運営のための地

方自治体への財政的支援について（神奈川県市議会議長会提出） 

(2) 緊急防災・減災事業債制度の充実・強化と恒久化について（千葉県市議会議長

会提出） 

  (3) 地域活性化に資する制度創設等による支援策の拡充について（茨城県市議会議

長会提出） 

  (4) マイナンバーカードの普及促進の係る支援について（東京都市議会議長会提

出） 

２ 役員改選 

会 長 柏市議会議長 

副会長 秦野市議会議長 以下３名 

支部長 日野市議会議長 以下８名 

理 事 立川市議会議長 以下34名 

監 事 小平市議会議長 以下２名 

３ 相談役委嘱 

小金井市議会議長 以下９名 

４ 次期総会開催市決定 

柏市 

５ 全国市議会議長会等役員及び委員について 

＊ 報告 

  会務報告等 以下２件 
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 全国市議会議長会  

 

２月１日（月）   自治会・町内会の縮小、解散問題に関する特別委員会（書面会議） 

＊ 事務報告 

＊ 協議事項（原案どおり決定） 

 １ 自治会・町内会等の縮小、解散問題に関する要望・提言（案）について 

 ２ 今後の運営について 

 

２月３日（水）   評議員会（書面会議） 

＊ 報告 

  一般事務 以下９件 

＊ 協議 

 １ 令和３年度本会各会計予算（案）について（原案どおり決定） 

 ２ 地方議会の位置づけ・議員の職務を明確にする地方自治法の改正等の早期実現

を求める緊急決議（案）について（原案どおり決定） 

 ３ 令和３年度「地域公共交通の維持・確保問題に関する特別委員会」設置要綱（案）

について（原案どおり決定） 

 ４ 標準市議会会議規則の改正について（原案どおり決定） 

 ５ 理事会・評議員会・各委員会の２月開催以降、５月の定期総会までの間におけ

る役員の補欠選任等の取り扱い（案）について（原案どおり決定） 

 ６ 事務局組織・事務処理等の見直しに関する基本計画（案）について（原案どお

り決定） 

＊ その他 

 １ 全国市議会議長会研究フォーラム開催市について（案） 

 ２ 令和３年度「２０４０未来ビジョン出前セミナー」実施要綱（案）について 

 ３ 厚生年金への地方議会議員の加入について 

 ４ その他 
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各 種 協 議 会 等 の 動 き               

 

 関東地区競艇主催地議会協議会  

 

４月12日（月）   事務局長会議 

＊ 報告事項（了承） 

会務報告について 以下２件 

＊ 協議事項（了承） 

 令和３年度関東地区競艇主催地議会協議会歳入歳出予算（案）について 

＊ その他 

１ 令和２年度運営及び行事予定（案）について 

２ その他 

 

 

 全国高速自動車道市議会協議会  

 

２月16日（火）   定期総会（書面会議） 

＊ 事務報告（了承） 

＊ 協議 

 １ 令和元年度会計決算について（原案どおり認定） 

歳  入  予算額 768万 100円  決算額 757万2,812円 

歳  出  予算額 768万 100円  決算額 566万1,302円 

差引残額  191万1,510円（翌年度へ繰り越し） 

 ２ 令和３年度活動方針（案）について（原案どおり決定） 

高規格幹線道路網等は、物流や観光などによる経済効果をもたらすなど、地方

創生を支え、国土の均衡ある発展に寄与しているほか、災害発生時において救援

や復旧に向けた緊急輸送を支える重要な社会基盤となっている。 

特に、今般の新型コロナウイルス感染症への対応については、医療物資や生活

物資を届ける「命の道」としての機能を発揮している。 

しかしながら、高規格幹線道路網の進捗率は全国で86％に達したものの、整備

が大幅に遅れている区間が多く残され、整備が進んでいる区間においても既存施

設の老朽化対策などが急務となっている。 

よって、国におかれては、下記の事項につき実現を図られるよう強く要望する。 
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記 

  １ 重点目標 

 (1) 高規格幹線道路網 14,000キロメートルの早期整備 

 (2) 未整備区間の早期解消による国土の均衡ある発展の実現 

 (3) 暫定２車線区間の４車線化の早期実現 

(4) 周辺住民の安全確保対策の強化 

(5) 予防保全等による老朽化対策の促進 

 (6) 頻発する自然災害に備えた災害対策等の強化 

 

２ 活動方法 

  目標達成のため、高速道路建設・整備促進等に関する要望・決議を適宜とり

まとめ、全国高速道路建設協議会（会長：村井嘉浩・宮城県知事）など関係団

体との連携のもと、政府、国会、各政党及び関係国会議員等に対し強力に要望

活動を展開する。 

 

 ３ 令和３年度会議・要望活動日程（案）について（原案どおり決定） 

 ４ 令和３年度予算（案）について（原案どおり決定） 

歳入、歳出ともに 1,140万 100円 

５ 決議（案）について（原案どおり決定） 

高規格幹線道路網等は、物流や観光などによる経済効果をもたらすなど、地方創

生を支え、国土の均衡ある発展に寄与しているほか、災害時において救援や復旧に

向けた緊急輸送を支える重要な社会基盤となっている。 

特に、今般の新型コロナウイルス感染症への対応については、医療物資や生活物

資を届ける「命の道」としての機能を発揮している。 

しかしながら高規格幹線道路網の進捗率は全国で86％に達したものの、整備が大

幅に遅れている地域などが多く残されていることから、効果が最大限に発揮され

ていない状況にある。 

このため高規格幹線道路網の早期整備に向けた必要財源の確保や、高規格幹線道

路を補完する地域高規格道路の早急な整備などが求められており、さらに、高速道

路の整備の推進と同時に、既存施設における老朽化対策も急務となっている。 

よって、本協議会の総意をもって、特に次の事項について強く要望する。 

記 

一 高規格幹線道路網一万四千キロメートルの早期整備を図ること。 
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一 道路整備等を長期安定的に実施できるよう財源確保に万全を期すること。 

一 未整備区間の早期着工による国土の均衡ある発展の実現を図ること。 

一 暫定二車線区間を早期に四車線化すること。 

一 高速道路工事にあたっては、陥没事故等が発生しないよう十分に安全対策を図

ること。 

一 高速道路を利用した津波避難所の増設や、ＳＡ・ＰＡを活用した防災拠点化な

ど、災害対策の強化を図ること。 

一 激甚化する豪雨や豪雪など、自然災害時の緊急輸送道路としての機能確保の強

化を図ること。 

一 地域活性化及び利便性向上のため、インターチェンジの一層の整備促進を図る

こと。 

右、決議する。 
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令和２年度視察受入状況 
 

 

 受 入 日     来 訪 自治 体       人員 視 察 内 容 ・ 場 所                

１ 10月14日 

全国市議会議長会

令和２年度「自治

会・町内会の縮小、

解散問題に関する

特 別 委 員 会 」

10 
青梅市における自治会 ・ 町内会等の活動及び青

梅市自治会連合会の取組について 

２ 10月21日 神 奈 川 県 平 塚 市 ４ 通年議会について 

計  延 べ ２ 団 体 14  
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青梅市議会新着図書目録             

 

分類番号 書 名           著  者（編 者） 発 行 所      発行年 判 型

019 青梅市子ども読書活動推進事業報告書

令和元（2019）年度 

青梅市中央図書館 青 梅 市 令 3 A4 

210 令和元年度 青梅市埋蔵文化財調査概要 

霞台遺跡第 69 次調査報告書 

― 青梅市教育委員会 令 3 A4 

288 皇室 OurImperialFamily（第 89 号） 

令和２年冬号 

日本文化興隆財団 扶 桑 社 令 3 A4 

変形

290 青梅市文化財保護指導員連絡協議会 

活動報告書 第 36 号（令和元年度） 

青梅市文化財保護

指導員連絡協議会

青梅市教育委員会 令 2 A4 

290 青梅市郷土工芸技術調査報告書 青 梅 市 郷 土 工 芸 ・

技 術 調 査 団 青 梅 市

民 俗 技 術 調 査 団

青梅市郷土博物館 令 3 A4 

318 議会資料 106 議会年報（令和 2 年） 立川市議会事務局

庶 務 調 査 係

― 令 3 A4 

318 議会年報 令和 2 年度版 福生市議会事務局 ― 令 3 A4 

318 市制施行 50 周年記念 ひがしくるめ市 

議会だより縮刷版第 5 集 

東 久 留 米 市

議 会 事 務 局 

東久留米市議会 令 3 A4 

318 議会年報 令和 2 年度版 東 久 留 米 市 

議 会 事 務 局 

東 久 留 米 市

議 会 事 務 局

令 3 A4 

318 議会年報 令和 2 年版 檜原村議会事務局 檜原村議会事務局 令 3 A4 

318 西多摩地域広域行政圏計画  

（令和 3 年度～令和 7 年度） 

西多摩地域広域 

行 政 圏 協 議 会 

西多摩地域広域

行 政 圏 協 議 会

令 3 A4 

318 地方議員のための役所を動かす質問の

しかた 

川 本  達 志 学 陽 書 房 29 A5 

318 「生きた」議員提案条例をつくろう 津 軽 石  昭 彦 第 一 法 規 令 2 A5 

318 広報で差がつく議会力 市 町 村 議 会 

広 報 ク リ ニ ッ ク 

中 央 文 化 社 令 2 A5 

318 条例を作る・活かす―議会力を高めるた

めに― 

吉 田  利 宏 中 央 文 化 社 令 2 A5 

318 多摩・島しょ地域自治体における SDGｓに 

関する調査研究報告書～多摩・島しょ 

地域における SDGｓの実践に向けて～ 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 

318 自治体における効果的な情報発信媒体

に関する研究報告書 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 
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分類番号 書 名           著  者（編 者） 発 行 所      発行年 判 型

332 令和元年度 青梅市財政白書 青 梅 市 青 梅 市 企 画 部

財 政 課

令 3 A4 

338 社会的課題の解決向けた PFS/SIB に関 

する調査報告書 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 

349 市町村財政力分析指標（平成 22 年度 

から平成 31・令和元年度まで） 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 

349 市町村税政参考資料（平成 22 年度から

平成 31・令和元年度まで） 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 

359 多摩地域データブック～多摩地域主要 

統計表～2020（令和 2）年版 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 

366 自治体における長期休暇取得等に伴う生産性 

維持び関する調査研究報告書～業務のしわ

寄せを生じさせない組織づくりに向けて～ 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 

367 基礎自治体におけるひきこもりの支援に

関する調査研究報告書 

― 東 京 市 町 村

自 治 調 査 会

令 3 A4 

369 第 8 期 青梅市高齢者保健福祉計画・ 

青梅市介護保険事業計画 

青梅市健康福祉部

高 齢 介 護 課

青 梅 市 令 3 A4 

369 青梅市障害福祉計画（第 6 期）・青梅市

障害児福祉計画（第 2 期） 

青梅市健康福祉部

障 が い 者 福 祉 課

青 梅 市 令 3 A4 

369 児童虐待防止対応・連携マニュアル 

～関係機関用～ 

青 梅 市 青 梅 市 令 3 A4 

373 青梅市教育委員会の教育施策―令和 3 年度

教育施策の概要・青梅市教育推進プラン―

青梅市教育委員会 

教育部教育総務課 

青梅市教育委員会 令 3 A4 

374 青梅市学校施設個別計画 ― 青 梅 市 令 2 A4 

391 戦後 75 年 未来を生きる皆さんに私たちが 

伝えたいこと～戦時中の生活から学ぶ～ 

青 梅 市 役 所 

市 民 安 全 課 

青 梅 市 役 所

市 民 安 全 課

令 3 A4 

498 事業概要 令和２年版 東京都西多摩保健所 東京都西多摩保健所 令 2 A4 

519 令和元年度 青梅市環境報告書 青 梅 市環境部 

環 境 政 策 課 

青 梅 市環境部

環 境 政 策 課

令３ A4 

524 青梅市耐震改修促進計画（計画期間 

令和 3 年度～令和 7 年度） 

青梅市都市整備部 

住 宅 課

青 梅 市 令 3 A4 

547 デザイニングWebアクセシビリティ 太 田  良 典

伊 原  力 也

ボーンデジタル 27 B5 

748 写真集アルバム 西多摩の昭和 ― い き 出 版 令 3 規格外
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要綱・要領等の制定、改廃の状況                

＜令和３年２月～令和３年５月１日現在＞ 

件 名            区  分 所 管     

青梅市市制施行 70 周年記念市政功労者表彰および感謝状 

贈呈実施要綱 
制 定 秘 書 広 報 課

青梅市結婚支援事業補助金交付要綱 改 正 秘 書 広 報 課

青梅市釜の淵エリア活用検討委員会設置要綱 制 定 企 画 政 策 課

青梅市指定管理者評価委員会設置要綱 制 定 企 画 政 策 課

青梅市総合長期計画策定本部会議設置要綱 制 定 企 画 政 策 課

青梅市広告掲載取扱要綱 改 正 企 画 政 策 課

青梅市における封筒に関するガイドライン 改 正 企 画 政 策 課

青梅市指定管理者管理運営状況評価に関する指針 改 正 企 画 政 策 課

青梅市寄付金の取扱いに関する要綱 改 正 財 政 課

青梅市役所本庁舎消防計画 改 正 総 務 契 約 課

青梅市防犯カメラ維持管理事業補助金交付要綱 改 正 市 民 安 全 課

青梅市消防団員準中型自動車運転免許取得補助金交付要綱 制 定 防 災 課

自主防災組織等運営費交付金交付要綱 改 正 防 災 課

青梅市家具転倒防止器具等支給取付事業実施要綱 改 正 防 災 課

青梅市防災行政無線受信機等貸与事業実施要綱 改 正 防 災 課

令和３年度青梅市ブロック塀等撤去費補助金交付要綱 制 定 防 災 課

青梅市市民活動災害補償制度取扱要綱 改 正 市民活動推進課

青梅市市民提案協働事業助成金交付要綱 改 正 市民活動推進課

青梅市国民健康保険税における新型コロナウイルス感染症にかかる 

青梅市国民健康保険税減免取扱要綱の特例に関する要綱 
改 正 保 険 年 金 課

青梅市さくらねこ無料不妊手術チケットの交付に関する要綱 改 正 環 境 政 策 課

青梅市飼い主のいない猫対策事業補助金交付要綱 改 正 環 境 政 策 課

青梅市採石等地域生活・交通環境改善対策連絡協議会設置要綱 改 正 環 境 政 策 課

青梅市資源回収事業協力助成金交付要綱 改 正 清掃リサイクル課
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件 名            区  分 所 管     

青梅市社会福祉協議会に対する補助要綱 改 正 福 祉 総 務 課

青梅市福祉サービス利用者総合支援事業補助金交付要綱 改 正 福 祉 総 務 課

青梅市葬儀生前契約サポート事業実施要綱 改 正 生 活 福 祉 課

青梅市被保険者等自立促進事業実施要綱 改 正 生 活 福 祉 課

青梅市介護保険事業者における事故発生時の報告に関する 

取扱要綱 
改 正 介 護 保 険 課

福祉施設配置基本方針 改 正 介 護 保 険 課

青梅市福祉センター食堂等事業者選定委員会設置要綱 制 定 高齢者支援課

青梅市認知症ＢＰＳＤケアプログラム推進事業実施要綱 改 正 高齢者支援課

青梅市認知症ＢＰＳＤケアプログラム推進事業補助金交付要綱 改 正 高齢者支援課

青梅市高齢者家具転倒防止器具等支給取付事業実施要綱 改 正 高齢者支援課

青梅市高齢者緊急通報システム事業運営要綱 改 正 高齢者支援課

青梅市高齢者火災安全システム事業運営要綱 改 正 高齢者支援課

青梅市介護予防・日常生活支援総合事業における電話等状況 

確認サービス事業実施要綱 
改 正 高齢者支援課

青梅市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 改 正 高齢者支援課

令和３年度青梅市による障害者就労施設等からの物品および 

役務等の調達方針 
制 定 障がい者福祉課

令和３年度青梅市介護・障害福祉サービス事業所等における

ＰＣＲ検査事業実施要綱 
制 定 障がい者福祉課

青梅市障害者家具転倒防止器具等支給取付事業実施要綱 改 正 障がい者福祉課

青梅市社会福祉事業団運営費補助金交付要綱 改 正 障がい者福祉課

青梅市重症心身障害児（者）通所事業実施要綱 改 正 障がい者福祉課

青梅市私的二次救急病院救急体制確保補助金交付要綱 制 定 健 康 課

青梅市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う予防接種費用 

助成金交付要綱 
制 定 健 康 課

青梅市三師会事業補助金交付要綱 改 正 健 康 課

青梅市里帰り等妊婦健康診査受診費助成金交付要綱 改 正 健 康 課

青梅市使用済み注射針改修事業補助金交付要綱 改 正 健 康 課
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件 名            区  分 所 管     

令和３年度青梅市新型コロナウイルスワクチン接種にかかる 

交通費助成事業実施要綱 
制 定 新型コロナワクチン担当

令和 2 年度青梅市新型コロナウイルス感染症拡大防止のための登園 

自粛等にかかる保育施設に対する支援事業補助金交付要綱 
制 定 子育て推進課

青梅市延長保育事業費補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市幼稚園型一時預かり事業実施要綱 改 正 子育て推進課

青梅市認証保育所運営補助要綱 改 正 子育て推進課

青梅市一時預かり事業費補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

民間保育所事務協会運営費補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市保育所運営資金貸付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市社会福祉法人の保育所施設の整備等に対する補助要綱 改 正 子育て推進課

青梅市体調不良児対応型保育事業補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市小規模保育事業等実施施設整備経費補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市保育士等キャリアアップ補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市事業所内保育事業支援事業補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市保育サービス推進事業補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市保育体制強化事業補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金交付要綱 改 正 子育て推進課

青梅市青少年対策事業補助金交付要綱 改 正 子ども家庭支援課

青梅市交通機関利用児童等通学費補助金交付要綱 改 正 子ども家庭支援課

令和３年度子どもふれあいフェスタ２０２１事業補助金交付要綱 改 正 子ども家庭支援課

令和２年度青梅市新型コロナウイルス感染症対策テイクアウ 

ト・サポートプロジェクト支援事業補助金交付要綱 
制 定 商 工 観 光 課

おうめものづくり等支援事業補助金交付要綱 改 正 商 工 観 光 課

おうめものづくり支援事業専門家会議設置要領 改 正 商 工 観 光 課

青梅市商店街等活性化事業補助金交付要綱 改 正 商 工 観 光 課

青梅市商店街振興事業補助金交付要綱 改 正 商 工 観 光 課
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件 名            区  分 所 管     

青梅市商店街振興事業補助金交付要綱実施細目 改 正 商 工 観 光 課

青梅市小規模事業者経営改善普及事業等補助金交付要綱 改 正 商 工 観 光 課

青梅市中小企業振興資金等融資信用保証料補助要綱 改 正 商 工 観 光 課

青梅市中小企業小口緊急対策資金融資要綱 改 正 商 工 観 光 課

青梅市小口零細企業保証資金融資要綱 改 正 商 工 観 光 課

青梅駅前地区市街地再開発準備組合運営費補助金交付要綱 改 正 商 工 観 光 課

令和２年度青梅市中小企業振興資金等における緊急対策資金

融資信用保証料補助要綱 
改 正 商 工 観 光 課

青梅市ウメ輪紋ウイルス防除等事業実施要綱 制 定 農 林 水 産 課

青梅市農業体験農園整備費補助金交付要綱 改 正 農 林 水 産 課

青梅市水土里保全活動支援事業費補助金交要綱 改 正 農 林 水 産 課

青梅市農家開設型市民農園整備費補助金交付要綱 改 正 農 林 水 産 課

一般社団法人青梅市スポーツ協会補助金交付要綱 改 正 スポーツ推進課

青梅市営住宅長寿命化計画検討委員会設置要綱 制 定 住 宅 課

青梅市特定緊急輸送道路沿道建築物耐震改修補助金交付要綱 改 正 住 宅 課

青梅市特定緊急輸送道路沿道建築物耐震補強設計改修補助金 

交付要綱 
改 正 住 宅 課

青梅市木造住宅耐震改修補助金交付要綱 改 正 住 宅 課

青梅市木造住宅耐震診断補助金交付要綱 改 正 住 宅 課

青梅市立総合病院精神障害者早期退院支援事業協力金支払要綱 改 正 病 院 管 理 課

青梅市卒業アルバム等保護者負担助成金交付要綱 改 正 教 育 総 務 課

青梅市特別支援学級就学奨励費給与要綱 改 正 学 務 課

青梅市コミュニティ・スクール導入検討委員会設置要綱 制 定 指 導 室

青梅市スクール・サポート・スタッフ取扱要綱 改 正 指 導 室

青梅市立学校に勤務する会計年度任用職員の兼業および兼職

に関する要綱 
改 正 指 導 室

青梅市文化交流センター内カフェ事業者選定委員会設置要綱 制 定 社 会 教 育 課
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制定された要綱・要領 

 

 

 

１ 目的 

この要綱は、市制施行７０周年を記念し、多年にわたり市政の発展と市民福祉の

向上、産業経済の発展、教育文化の振興等に寄与し、多大な功労があると認められ

る個人または団体の表彰および感謝状の贈呈（以下「表彰等」という。）に関して、

必要な事項を定めることを目的とする。 

２ 表彰等の基準 

(1) 表彰の基準 

ア 表彰は、青梅市表彰条例（昭和３１年条例第１７号。以下「条例」という。）

第３条第１号、第２号および第４号に規定する一般表彰とする。 

イ 表彰を受ける者（以下「被表彰者」という。）の推薦基準は、別表第１青梅市

市制施行７０周年記念市政功労表彰者推薦基準表に定める基準を満たす者で、

多年にわたり市民生活や文化の向上等に多大な功労があったもの、かつ、令和

３年４月１日に生存するものとする。 

(2) 感謝状の贈呈基準 

感謝状の贈呈を受ける者（以下「被感謝状贈呈者」という。）の推薦基準は、次

のとおりとする。 

ア 市長、副市長、教育長および病院事業管理者または総合病院長として、市政

に多大な貢献をした者で、令和３年４月１日に生存するもの。ただし、青梅市

市制施行７０周年記念式典の実施日において現に在職する者は除く。 

イ 市議会議員として市政に多大な貢献をした者で、令和３年４月１日に生存す

るもの。ただし、青梅市市制施行７０周年記念式典の実施日において現に在職

する者は除く。 

ウ 行政委員会委員および監査委員として市政に多大な貢献をし、条例にもとづ

く表彰受賞者で、令和３年４月１日に生存するもの 

エ 別表第２青梅市市制施行７０周年記念市政功労者感謝状贈呈対象一覧表に掲

げる団体の長として１０年以上在職し、市政に多大な貢献をした者で、令和３

年４月１日に生存するもの 

青梅市市制施行７０周年記念市政功労者 

表 彰 お よ び 感 謝 状 贈 呈 実 施 要 綱 



- 20 - 

オ 被表彰者は、被感謝状贈呈者から除くものとする。 

カ その他特に市長が認めた者 

３ 表彰等の方法 

(1) 表彰等は、表彰状または感謝状に記念品を添えて執行する。 

(2) 被表彰者等が、贈呈日までに死亡したときは、遺族に贈呈し顕彰するものとす

る。 

４ 被表彰者等の推薦 

各主管課長は、被表彰者または被感謝状贈呈者としてふさわしいと認められる者

があるときは、その事績を精査し、被表彰者については事績調書（様式第１号）を、

被感謝状贈呈者については該当者調書（様式第２号）を作成し、市長に提出し推薦

するものとする。 

５ 被表彰者の決定 

(1) 被表彰者は、条例第５条に規定する青梅市表彰審査委員会に諮り、市議会の議

決を経て市長が決定する。 

(2) 被感謝状贈呈者は、市長が決定する。 

６ 功労等が重複した場合の措置 

同一人が異なる功労等で重複して被表彰者または被感謝状贈呈者に該当する場

合は、表彰等は一つの功労等に対して行う。 

７ 再表彰等の除外 

表彰等に当たり、すでに条例にもとづく表彰または周年記念事業の功労者として

表彰等された者は、同一功労内容での再表彰等は行わない。ただし、次の各号のい

ずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 周年記念事業にもとづく感謝状受賞後、さらにこの要綱にもとづく表彰の基準

に該当するとき。 

(2) 条例第３条第４号に該当するとき。 

８ 被表彰者としない者 

被表彰者または被感謝状贈呈者と認められる者が、次のいずれかに該当するとき

は、表彰等を行わない。 

(1) 刑事事件に関し、現に起訴されている者または刑に処せられた者（刑の消滅し

た者は除く。）であるとき。 

(2) その他表彰等をすることが適当でないと認められるとき。 

９ 表彰等の基準日等 

(1) 表彰等の基準日は、令和３年４月１日とする。 

(2) 在職期間の計算は、就任の月から起算して退任の月までの月数によって算定し、
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再就任した者の前後の在職期間は通算するものとする。 

(3) 平成２３年４月１日から令和３年３月３１日までに退任した者であっても、こ

の要綱に該当する場合は表彰等をするものとする。 

10 表彰等の時期 

青梅市市制施行７０周年記念式典において表彰等を執行する。 

11 実施期日等 

この要綱は、令和３年５月１日から実施し、青梅市市制施行７０周年記念式典が

実施された日の翌日をもって廃止する。 

別表第１ 

 青梅市市制施行７０周年記念市政功労表彰者推薦基準表 

区分 功労種別等 基準在職年数

１ 産業、

経済、土

木、厚生、

消防等本

市の公

益、福祉

の増進に

貢献した

もの（条

例３条１

号） 

  

  

  

  

  

(1) 行政功労 ア 法令、市条例、規則および要綱にもとづく委

員会、協議会および審議会等の委員 

15年以上 

  イ アの基準在職年数に達しないが、２以上の構

成員の在職年数が、通算20年以上の者 

 

  ウ 行政相談委員 15年以上 

  エ 正副自治会連合会長 ２年以上 

  オ 正副支会長 ４年以上 

  カ 自治会長 ６年以上 

  キ エからカまでの基準在職年数に達しないが、

各在職期間をそれぞれ加えたもの（以下「通算

年数」という。）が６年以上の者 

 

  ク 統計調査員 各種調査従事

年数20年以上

または従事回

数40回以上 

  (2） 納税功労 税務関係団体の長等 15年以上 

  (3) 地域安全

功労 

  

  

  

  

  

ア 消防団長 ６年以上 

  イ 消防団副団長 ８年以上 

  ウ 交通安全、災害防止関係団体の長等 15年以上 

  エ 交通安全協会交通指導員 25年以上 

 オ ウおよびエの基準在職年数に達しないが、通

算年数が25年以上の者 
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  (4) 社会福祉

功労 

ア 福祉施設の管理者（代表者）および施設長な

らびに社会福祉関係団体の長 

15年以上 

  イ 人権擁護委員 15年以上 

  (5) 保健衛生

功労 

  

  

ア 保健衛生および環境保全関係団体の長 10年以上 

  イ 嘱託医（学校医、学校歯科医、学校薬剤師、

福祉の嘱託医） 

15年以上 

  ウ 自然環境および公害防止等生活環境の保全

に尽力した者 

 

  エ 市民の健康増進に尽力した者  

  (6) 産業功労 ア 産業振興関係団体連合組織の長 10年以上 

    イ 商工業の振興を目的とした団体の長 15年以上 

    ウ 農林水産業の振興を目的とした団体の長 15年以上 

    エ 経済の振興を目的とした団体の長 15年以上 

    オ 土木建設業の振興を目的とした団体の長 15年以上 

    カ アからオまでの基準在職年数に達しないが、

通算年数が20年以上の者 

 

    キ 市の産業の発展に功労顕著な者  

  (7) 労働精励 技能者として優れた技能を有し、創意工夫に努

め、後進の模範となる者 

市内に５年以

上居住し、経

験年数30年以

上 

２ 芸術、

科学、教育

等本市の文

化向上に寄

与したもの

（条例第３

条２号） 

  

  

  

  

  

  

  

  

教育功労 ア 私立学校を経営する学校法人の理事長また

は私立学校の校長（園長） 

15年以上 

  イ 社会教育団体の連合組織の長 10年以上 

  ウ 社会教育関係団体の長 20年以上 

    （老壮大学学

長は５年以

上） 

  エ イおよびウの基準在職年数に達しないが、通

産年数が20年以上の者 

 

  オ 社会教育（社会教育、青少年育成、芸術文化

等）活動を通じてその振興に努め、功労顕著な

者 

 

  カ 都市間交流事業の推進を目的とする団体お

よび団体の長 

団体20年以上

団体の長15年

以上 
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３ 著しい

善行により

一般の模範

となるもの

（条例第３

条４号） 

  継続的に善行為を行った者（交通整理、清掃美

化、社会福祉活動等） 

 

10年以上 

４ その他   その他特に市長が認めた者  

 

別表第２  

青梅市市制施行 70 周年市政功労者感謝状贈呈対象一覧表 

区分  功労者種別 備考 

各種団体等

の長等 

税務関係団体の長  

たばこ税増収対策協議会会長  

防災・防犯関係団体の長  

社会体育団体の長  

商工関係団体の長  

観光団体の長  

農業振興団体連絡協議会会長  

農林業関係団体の長  

社会福祉関係団体の長  

社会福祉協議会会長  

社会福祉事業団理事長  

シルバー人材センター会長  

高齢者クラブ連合会会長  

幼稚園長  

保育園長  

保育園理事長  

青少年対策地区委員長連絡協議会会長  

青少年対策地区委員会委員長  

建設関係団体の長  

小学校ＰＴＡ連合会会長  

中学校ＰＴＡ連合会会長  

社会教育団体の長  
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文化関係団体の長  

競艇関係功労者   

その他 特に市政に功労のあった者・団体  

 

 

 青梅市釜の淵エリア活用検討委員会設置要綱  

 

１ 設置 

旧釜の淵市民館、旧釜の淵公園水泳場およびその周辺地域（以下「釜の淵エリア」

という。）における地域活性化と環境保全を検討するため、青梅市釜の淵エリア活

用検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 所掌事務 

委員会は、次に掲げる事項について検討を行う。 

(1) 釜の淵エリアにおける自然環境等を利用した地域活性化に関すること。 

(2）釜の淵エリアにおける環境保全に関すること。 

(3) その他必要な事項に関すること。 

３ 組織 

(1) 委員会は、それぞれ次の職にある者をもって組織する。 

ア 委員長 企画部長 

イ 副委員長 総務部長 

ウ 委員 施設担当部長、環境部長、経済スポーツ部長、都市整備部長および教

育部長 

(2) 前号の規定にかかわらず、委員長は、必要と認める者を臨時委員として委員会

に出席させることができる。 

４ 委員長および副委員長の職務 

(1) 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

(2) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

５ 会議 

委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 

６ 部会 

(1) 委員会は、第２項に掲げる事項について調査および研究を行うため、委員会に

部会を置くものとする。 

(2) 前号の部会は、次に掲げる者をもって組織する。 
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 ア 部会長 企画政策課長 

 イ 部会員 総務契約課長、施設課長、清掃リサイクル課長、公園緑地課長、商

工観光課長、スポーツ推進課長、計画保全課長および  文化課長 

(3) 部会の会議は、部会長が招集し、部会長が議長となる。 

(4) 第２号の規定にかかわらず、部会長は、必要があると認めるときは、部会員以

外の者を臨時部会員として部会に出席させ、意見を聴くことができる。 

７ 報告 

委員会は、必要に応じて委員会の検討経過および結果を青梅市長に報告する。 

８ 庶務 

委員会の庶務は、企画政策担当課において処理する。 

９ その他 

この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が別に

定める。 

10 実施期日等 

(1) この要綱は、令和３年２月２日から実施する。 

(2) 青梅市多摩川親水施設検討委員会設置要綱（平成９年１月９日実施）は廃止す

る。 

 

 

 青梅市指定管理者評価委員会設置要綱  

 

１ 設置 

青梅市における公の施設の指定管理者による管理運営について、青梅市指定管理

者管理運営状況評価に関する指針（平成 24 年 4 月 1 日実施）第４項第２号の規定

にもとづく、２次評価（以下「２次評価」という。）を行い、もって適正な管理運

営を一層確保するため、青梅市指定管理者評価委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

２ 所掌事項 

委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) ２次評価に関すること。 

(2) ２次評価に伴う指導、助言等を行うこと。 

(3) その他青梅市長（以下「市長」という。）が必要と認めること。 

３ 組織 

委員会は、それぞれ次の職にある者をもって組織する。 
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(1) 委員長 企画部長 

(2) 副委員長 企画政策課長 

(3) 委員 財政課長、総務契約課長、文書法制課長および教育総務課長 

４ 委員長および副委員長の職務 

(1) 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

(2) 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代理する。 

５ 会議 

委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

６ 意見の聴取等 

委員会は、必要があると認めたときは、委員以外の職員の出席を求めて意見を聴

き、または資料の提出を求めることができる。 

７ 報告 

委員長は、委員会で評価した結果をまとめ、市長に報告する。 

８ 庶務 

委員会の庶務は、企画政策担当課において処理する。 

９ その他 

この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め

る。 

10 実施期日 

この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

 

 

 青梅市総合長期計画策定本部会議設置要綱  

 

１ 設置 

  第７次青梅市総合長期計画の基本構想および基本計画（以下「基本構想等」とい

う。）の策定について必要な事項を検討するため、青梅市総合長期計画策定本部会

議（以下「本部会議」という。）を設置する。 

２ 所掌事項 

本部会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 基本構想等の策定に関すること。 

(2) その他基本構想等に盛り込むべき重要課題に関すること。 

３ 組織 

本部会議は、委員２０人をもって組織し、それぞれ次の職にある者をもってこ
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れに充てる。 

(1) 本部長 市長 

(2) 副本部長 副市長 

(3) 本部員 教育長、病院事業管理者、青梅市経営会議規則（昭和４４年規則  

第２７号。以下「規則」という。）第２条第１号に規定する部長、総務部施設

担当部長および議会事務局長 

４ 本部長の職務および代理 

(1) 本部長は、本部会議を代表し、会務を総理する。 

(2) 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

５ 会議 

本部会議は、必要に応じて本部長が招集し、本部長が議長となる。 

６ 部会 

(1) 本部長は、本部長が指示した個別事項を検討するため、本部会議の下に部会を

置くことができる。 

(2) 部会の構成員は、本部長が別に定める。 

(3) 部会に部会長および副部会長を置き、その部会に所属する部会員が互選する。 

(4) 部会の会議は、必要に応じて部会長が招集し、部会長が議長となる。 

７ 検討チーム 

(1) 本部長は、特定事項について調査および研究を行うため、青梅市総合長期計画

検討チーム（以下「検討チーム」という。）を置くことができる。 

(2) 検討チームは、希望する職員のうちから本部長が任命する委員３０人以内をも

って組織する。 

(3) 検討チームに、リーダーおよび副リーダーを置き、その検討チームに所属する

委員が互選する。 

(4) 検討チームの会議は、必要に応じてリーダーが招集し、リーダーが議長となる。 

８ 関係職員の出席 

  本部長、部会長およびリーダーは、必要があると認めるときは、本部会議、部会

および検討チーム（以下「本部会議等」という。）の委員以外の職員に対し、本部

会議等の会議への出席または資料の提出を求めることができる。 

９ 庶務 

  本部会議の庶務は、企画政策担当課において処理する。 

10 その他 

この要綱に定めるもののほか、本部会議等の運営に関し必要な事項は、本部長が
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別に定める。 

11 実施期日 

この要綱は、令和３年４月２６日から実施する。 

 

 

 青梅市消防団員準中型自動車運転免許取得補助金交付要綱  

 

１ 目的 

この要綱は、青梅市消防団の運営機能の維持を図るため、道路交通法（昭和   

３５年法律第１０５号。以下「法」という。）第８４条第３項に規定する準中型

自動車免許（以下「準中型免許」という。）を取得する青梅市消防団員（以下「団

員」という。）に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、必要な

事項を定めることを目的とする。 

２ 補助対象者 

青梅市消防団員準中型自動車運転免許取得補助金（以下「補助金」という。）

の対象者は、次のいずれにも該当する団員とする。 

(1) 平成２９年３月１２日以降に初めて普通自動車運転免許を取得した者また

は取得しようとする者であること。 

(2) 所属する分団の分団長が推薦する者であること。 

(3) 準中型免許取得後、５年以上団員として在職し、消防団活動に従事できる見

込みであること。 

(4) 総重量３．５トン以上の車両を運用している部に所属する者であること。 

 (5) 過去において、この要綱による補助を受けていないこと。 

３ 補助対象経費 

補助金の対象経費は、補助対象者が、法第９９条に定める指定自動車教習所（以

下「教習所」という。）において、準中型免許を取得する場合に要する入学金、

教習料金、教習コース使用料、教習所入所後最初に受ける検定に要する経費その

他青梅市長（以下「市長」という。）が認める経費（普通自動車運転免許を取得

していない者が普通自動車運転免許と準中型免許を併せて取得しようとすると

きは、当該経費から普通自動車運転免許のみを取得しようとするときにかかる分

を除いた経費）とする。ただし、教習所の定める規定時間を超えた経費は含めな

いものとする。 

４ 補助金の交付額 

補助金の額は、前項に定める補助対象経費の合計額から他の補助制度により補
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助を受けた金額を除いた額（当該額に千円未満の端数が生ずるときはこれを切り

捨てるものとする。）とし、予算の範囲内で交付する。 

５ 交付申請 

補助金の交付を受けようとする団員は、青梅市消防団員準中型自動車運転免許

等取得補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請し

なければならない。 

(1) 普通自動車運転免許証の写し（普通自動車運転免許を取得していない者が普

通自動車運転免許と準中型免許を併せて取得しようとするときを除く。） 

(2) 教習経費見積 

(3) その他市長が必要と認めるもの 

６ 補助金の交付決定等 

(1) 市長は前項の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否

を決定し、青梅市消防団員準中型自動車運転免許等取得補助金交付決定通知書

（様式第２号）または青梅市消防団員準中型自動車運転免許等取得補助金不交

付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

(2) 前号の規定により補助金の交付決定を受けた団員（以下「補助決定者」とい

う。）は、補助決定にかかる会計年度内に準中型免許の取得を完了するよう、

努めるものとする。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、

この限りでない。 

７ 準中型免許の取得の中止等 

補助決定者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、市長に報告し、その承

認を受けなければならない。 

(1) 準中型免許の取得を中止しようとする場合 

(2) 準中型免許の取得が予定の期間内に完了しないと見込まれる場合または困

難となった場合 

８ 実績報告等 

補助決定者は、準中型免許の取得が完了した日から起算して３０日を経過する

日までに、青梅市消防団員準中型自動車運転免許等取得補助金免許取得報告書

（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 準中型免許の取得にかかる経費の明細書および領収書の写し 

(2) 取得した準中型免許証の写し 

９ 補助金額の決定 

市長は、前項に規定する報告を受けたときは、その内容を精査し、適正と認め

た場合、補助金の額を確定し、青梅市消防団員準中型自動車運転免許取等得補助
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金交付額確定通知書（様式第５号）により補助決定者に通知するものとする。 

10 補助金の交付請求 

補助決定者は、前項の規定による通知を受けたときは、青梅市消防団員準中型

自動車運転免許等取得補助金交付請求書（様式第６号）を市長に提出し、補助金

の交付を請求するものとする。 

11 補助金の交付 

市長は、前項の請求書の提出があった場合は、その内容を精査し、適当と認め

たときは、補助決定者に補助金を交付するものとする。 

12 交付決定の取消し等 

(1) 市長は補助決定者が次のアからウまでのいずれかに該当したときは、補助金

の交付の決定の全部または一部を取り消すことができる。 

  ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 準中型免許取得後、５年以上団員として消防団活動に従事することができ

なくなったとき。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときを除

く。 

ウ 補助金の交付決定の内容およびこれに付した条件に違反したとき。 

(2) 市長は、前号に定めるところにより、補助金の全部または一部を取り消した

ときは、青梅市消防団員準中型自動車運転免許等取得補助金交付取消（変更）

通知書（様式第７号）により補助決定者に通知するとともに、すでに当該取消

し後の額を超える額の補助金が交付されているときは、期限を定めて青梅市消

防団員準中型自動車運転免許等取得補助金返還命令書（様式第８号）により返

還を命ずるものとする。 

13 その他 

この要綱に定めるもののほか必要な事項は、青梅市補助金等交付規則（昭和 

４１年規則第１６号）の定めるところによる。 

14 実施期日等 

(1) この要綱は令和３年４月８日から実施し、同年４月１日から適用し、令和 

６年４月１日にその効力を失うものとする。 

(2) この要綱の失効前に、この要綱にもとづき交付された補助金に関して、この

要綱の失効後に必要となる実績報告、補助金返還等の手続に関しては、なお従

前の例による。 
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 令和３年度青梅市ブロック塀等撤去費補助金交付要綱  

 

１ 目的 

  この要綱は、地震発生時におけるブロック塀等の倒壊による被害を防止し、安全

で安心して暮らせるまちづくりを推進するため、道路に面したブロック塀等の撤去

を行おうとする所有者等に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて必

要な事項を定めることを目的とする。 

２ 定義 

  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) ブロック塀等 コンクリートブロック、レンガ、石その他組積造の塀および門

柱ならびに組立式コンクリート塀をいう。 

 (2) 道路 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路また

は当該道路以外の市が管理する道路をいう。 

３ 補助対象者 

  補助の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) ブロック塀等を所有または管理し、当該ブロック塀等を撤去する者 

(2) 青梅市暴力団排除条例（平成２４年条例第１７号）第２条第２号に規定する暴

力団員または同条第３号に規定する暴力団密接関係者でない者 

(3) 市税等に滞納がない者 

４ 補助対象ブロック塀等 

補助の対象となるブロック塀等（以下「補助対象ブロック塀等」という。）は、

本市の区域内で一般の通行の用に供している道路に面し、前面道路の地盤面からブ

ロック塀等の頂部までの高さが１メートルを超え、かつ、当該ブロック塀等の構造

部の高さが６０センチメートルを超えるもの 

５ 補助対象工事 

  補助金の交付対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、前項の補助対

象ブロック塀等にかかる工事であって、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) ブロック塀等の全部または一部を撤去するもの。この場合において、当該ブロ

ック塀等の一部を撤去する場合は、ブロック塀等の構造部の高さを６０センチメ

ートル以下にする工事であること。 

(2) 敷地や敷地内の建物等の売却等または建物等の新築、改築等を目的としたブロ

ック塀等の撤去工事ではないこと。 

(3) 同一敷地内において、この要綱による補助金その他同種の補助金等の交付を受
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けていないこと。 

(4) ブロック塀等を撤去後に、撤去箇所の十分な安全確保を図ること。 

(5) 第８項に定める交付決定後に着手するもの。 

(6) 令和４年３月３１日までに完了する工事であること。 

６ 補助金の交付額 

  補助金の交付額は、次に掲げるもののうちいずれか少ない額とする。 

  この場合において、当該額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てるものとする。 

(1) 工事に要した費用の１０分の９の額 

(2) 撤去するブロック塀等の長さ（０.１メートル未満の端数を切り捨てたものと

する。）に１メートル当たり６，０００円を乗じて得た額 

 (3) １８万円 

７ 補助金の交付申請 

この補助金の交付を受けようとする者は、青梅市ブロック塀等撤去費補助金交

付申請書（様式第１号）に必要書類を添付して青梅市長（以下「市長」という。）

に提出するものとする。 

８ 補助金の決定 

市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の決定をし、青梅市ブロック塀等撤去費補助金交付

決定通知書（様式第２号）により、補助金交付しないことを決定したときは、青

梅市ブロック塀等撤去費補助金不交付決定通知（様式第３号）により申請者に通

知するものとする。 

９ 補助内容の変更・中止等 

(1) 前項の規定により補助の決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）は、

その内容を変更しようとするときは、青梅市ブロック塀等撤去費補助金変更等承

認申請書（様式第４号）により、市長の承認を受けなければならない。ただし、

補助金の目的および交付額に変更を要しない軽微な内容の変更の場合は、この限

りでない。 

(2) 市長は、前号に規定する変更または中止の申請があったときは、内容を審査し、

必要に応じて調査等を行い、青梅市ブロック塀等撤去費補助金変更等承認（不承

認）通知書（様式第５号）により、補助決定者に通知するものとする。 

10 完了報告 

補助決定者は、補助対象工事が完了した日から起算して３０日を経過する日ま

でに、青梅市ブロック塀等撤去工事完了実績報告書（様式第６号）に必要書類を
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添付し、市長に提出しなければならない。 

11 補助金の額の確定 

  市長は、前項の工事完了実績報告書の内容を精査し、必要に応じて調査等を行い、

撤去工事が適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、青梅市ブロック

塀等撤去費補助金交付額確定通知書（様式第７号）により、補助決定者に通知する

ものとする。 

12 補助金の交付請求 

補助決定者は、前項の規定による通知を受けたときは、青梅市ブロック塀等撤去

費補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出し、補助金の交付を請求するもの

とする。 

13 補助金の交付 

  市長は前項の青梅市ブロック塀等撤去費補助金交付請求書の提出があった場合は、

その内容を精査し、適当と認めたときは、補助決定者に補助金を交付するものとす

る。 

14 交付決定の取消し等 

(1) 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の

決定の全部または一部を取り消すことができる。 

ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金の交付決定の内容およびこれに付した条件に違反したとき。 

(2) 市長は、前号に定める補助金の全部または一部を取り消したときは、青梅市ブ

ロック塀等撤去費補助金決定取消（変更）通知書（様式第９号）により補助決定

者に通知するとともに、すでに補助金が交付されているときは、期限を定めて、

青梅市ブロック塀等撤去費補助金返還命令書（様式第１０号）により返還を命ず

るものとする。 

15 報告および検査等 

市長は、この要綱による補助金の交付に関し必要があると認めるときは、補助決

定者に対し、報告を求め、または検査し、もしくは調査することができる。 

16 その他 

この要綱に定めるもののほか必要な事項は、青梅市補助金等交付規則（昭和 

４１年規則第１６号）の定めるところによる。 

17 実施期日 

(1) この要綱は、令和３年４月１日から実施し、令和４年４月１日にその効力を

失うものとする。 

(2) この要綱の失効前に、この要綱にもとづき交付された補助金に関して、この要
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綱の失効後に必要となる実績報告、補助金返還等の手続に関しては、なお従前の

例による。 

(3) 平成３０年６月１８日からこの要綱の実施期日の前日までの間に着手したブ

ロック塀等の撤去工事（以下「実施期日前対象工事」という。）については、第

３項から第５項までの要件（同項第５号を除く。）を満たすことが確認できる場

合に限り、同項第５号の規定にかかわらず、補助対象工事とすることができる。 

(4) 実施期日前対象工事については、第１０項に規定する青梅市ブロック塀等撤去

工事完了実績報告書の提出期限にかかわらず、当該実績報告書を市長が定める日

までに提出することができる。 

 

 

 青梅市福祉センター食堂等事業者選定委員会設置要綱  

 

１ 設置 

青梅市福祉センターにおいて食堂事業および宴会室における飲食の提供事業を

行う事業者の選定を厳正かつ公正に行うため、青梅市福祉センター内宴会等事業者

選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 所掌事項 

委員会は、プロポーザル方式による事業者の選定に関する事項を所掌する。 

３ 組織 

委員会は、委員５人をもって組織し、それぞれ次の職にあるものをもってこれに

充てる。 

(1) 委員長 健康福祉部長 

(2) 副委員長 高齢者支援課長 

(3) 委員 企画政策課長、施設課長および福祉総務課長 

４ 委員長の職務および代理 

(1) 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

(2) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

５ 会議 

委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

６ 意見聴取等 

  委員長は、委員会の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会に

出席させ、その説明および意見を聴くことができる。 
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７ 報告 

委員長は、委員会の会議で協議した結果をまとめ、青梅市長に報告する。 

８ 庶務 

委員会の庶務は、高齢者支援課において処理する。 

９ その他 

この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め

る。 

10 実施期日等 

この要綱は、令和３年２月２日から実施し、第７項の規定による結果の報告のあ

った日の翌日をもって廃止する。 

 

 

 

 

１ 目的 

障害者が就労によって経済的な基盤を確立し、自立した生活を送るためには、障

害者雇用を推進するための仕組みを整えるとともに、障害者が就労する施設等の仕

事を確保し、その経営基盤を強化することが重要である。 

このため、青梅市（以下「市」という。）においては、物品および役務等（以下

「物品等」という。）の調達に当たって、優先的に障害者就労施設等から調達する

よう努めることが求められている。 

この方針は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する

法律（平成 24 年法律第 50号。以下「障害者優先調達推進法」という。）第９条の

規定にもとづき、障害者就労施設等で就労する障害者の自立の促進に資するため、

市が令和３年度に行う物品等の調達に際し、障害者就労施設等からの調達の推進を

図ることを目的とする。 

２ 適用範囲 

  この方針は、市の全ての組織（青梅市予算事務規則（平成１４年規則第１７号）

第２条第１号に定める課をいう。）において調達する物品等のうち、文房具事務用

品、印刷、清掃等、障害者就労施設等が受注することが可能なものについて適用す

る。 

３ 対象となる施設等 

令和３年度青梅市による障害者就労施設等 

からの物品および役務等の調達方針 
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  この方針の対象となる施設等は、障害者優先調達推進法第２条第２項から第４項

までに規定する次の障害者就労施設等とする。 

(1) 障害者支援施設 

(2) 地域活動支援センター 

(3) 障害福祉サービス事業を行う施設（生活介護、就労移行支援または就労継続支

援を行う事業に限る。） 

(4) 障害者の地域における作業活動の場として障害者基本法（昭和４５年法律第８

４号）第１８条第３項の規定により必要な費用の助成を受けている施設（小規模

作業所） 

(5) 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律施行

令（平成２５年政令第２２号。以下「令」という。）第１条第１号に規定する事

業所（特例子会社） 

(6) 令第１条第２号に規定する事業所（重度障害者多数雇用事業所） 

(7) 在宅就業障害者 

(8) 在宅就業支援団体 

４ 物品等の調達目標 

  市は、予算の適正な使用ならびに契約における経済性、公正性および競争性に留

意しつつ、この方針の目的に沿うために、庁内の実態にもとづき、積極的に障害者

就労施設等から物品等の調達の推進に努める。 

５ 物品等の調達の推進方法 

  市は、障害者就労施設等からの物品等の調達を推進するため、次の取組を行う。 

(1) 調達の推進に必要な情報の提供 

障害者就労施設等が提供する物品等の内容など、その調達の推進のために必要

な情報提供を行う。 

(2) 障害者就労施設等の供給能力の向上 

障害者就労施設等がその供給する物品等について、質の向上および供給の円滑

化のために行う取組の支援に努める。 

(3) 障害者就労施設等の受注機会増大のための措置 

物品等の調達に当たっては、適正な価格、機能および品質を確保しつつ、次の

観点についても配慮することとする。 

ア 物品等の調達が新たに生じた場合には、障害者就労施設等からの調達の可能

性について検討するように努める。 

イ 物品等の調達について、障害者就労施設等からの調達が可能となるよう可能

な限り分離分割発注を行うなど発注方法を考慮するように努める。 
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ウ 物品等の調達について、障害者就労施設等からの調達が可能となるよう履行

期間および発注量を考慮するように努める。 

エ 物品等の調達に際しては、障害者就労施設等からの調達が可能となるよう、

性能、規格等必要な事項について、障害者就労施設等に対し十分な説明に努め

る。 

(4) 随意契約による調達 

障害者就労施設等からの物品等の調達に際しては、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第３号の規定による随意契約の積極的

な活用を図る。 

６ 調達実績の公表 

市は、会計年度の終了後、この方針にもとづく物品等の調達の実績について調査

を行い、その概要を取りまとめ、公表するものとする。 

７ 調達方針に関する担当窓口 

この方針に関する担当窓口は、健康福祉部障がい者福祉課とする。 

８ 委任 

  この方針に定めるもののほか必要な事項は、青梅市長が別に定める。 

９ 実施期日 

この方針は、令和３年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

１ 目的 

この要綱は、区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業補助金交付要綱

（令和３年３月３１日２福保感防第１０３６号）にもとづき、令和２年度高齢者施

設における新型コロナウイルス感染症対策強化事業補助金交付要綱（令和２年１０

月８日２福保高施第１１８８号）および令和２年度障害者支援施設等における新型

コロナウイルス感染症対策強化事業補助金交付要綱（令和２年１０月２１日２福保

障施第１８００号）の補助対象とならない、青梅市（以下「市」という。）の区域

内にある介護サービス事業所および障害福祉サービス事業所（以下「事業所」とい

う。）において、新型コロナウイルス感染症にかかる検査事業（以下「検査事業」

という。）を実施することについて、必要な事項を定め、もって新型コロナウイル

令和３年度青梅市介護・障害福祉サービス

事業所等におけるＰＣＲ検査事業実施要綱 
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ス感染症の感染拡大を防ぐとともに、事業所の従事者が安全に業務を継続し、利用

者が安心して事業所を利用できるようにすることを目的とする。 

２ 実施主体 

検査事業の実施主体は、市とし、適切に検査事業が実施できる検査事業者（以下

「委託事業者」という。）に委託して実施するものとする。 

３ 対象者 

検査事業の対象者は次に掲げる者とする。ただし、従事者の範囲は、事業所にお

いて、継続して提供することが必要な業務に従事する者（清掃、調理等の業務受託

者であって、事業所の長が検査が必要と判断する者を含む。）とし、利用者および

新規利用者については、青梅市民以外の者を含むものとする。 

(1) 次のアからオまでに掲げる事業所について、当該アからオまでに掲げる者 

ア 介護サービス事業所（通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所

介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能居宅介護、看護小規模多機能居宅

介護および認知症対応共同生活介護を実施するもの） 従事者、利用者および

新規利用者 

イ 介護サービス事業所（訪問看護、訪問介護、訪問入浴介護および訪問リハビ

リテーション事業を実施するもの） 従事者 

ウ 障害福祉サービス事業所（共同生活援助、短期入所（入所施設に併設する事

業所は除く。）、自立訓練、生活介護、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就

労継続支援Ｂ型、児童発達支援および放課後等デイサービス） 従事者、利用

者および新規利用者 

エ 障害福祉サービス事業所（居宅介護および重度訪問介護を実施するもの。介

護サービス事業所の指定を受けている事業所を除く。） 従事者 

オ 青梅市障がい者サポートセンター 従事者 

(2) その他青梅市長（以下「市長」という。）が必要と認める者 

４ 検査実施の案内および申出 

(1) 市長は、検査事業による検査について、事業所および事業所の従事者への必要

な説明を含む案内により、受診を希望する事業所を募るものとする。 

(2) 検査事業による検査の受診を希望する事業所は、令和３年度青梅市介護・障害

福祉サービス事業所等におけるＰＣＲ検査事業実施申出書（別記様式）を、市長

に提出するものとする。 

５ 検査の実施等 

(1) 前項の申出を受けた市長は、委託事業者に対し、当該申出を行った事業所の検

査の実施依頼を行うものとする。 
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(2) 委託事業者は、前号の実施依頼にもとづき、前項の申出を行った事業所にかか

る検査を実施するものとし、当該検査結果を当該事業所および市長に報告するも

のとする。この場合において、市長への報告は、受診者の個人情報を含まず、実

施した検査の概況が把握できる程度のものとする。 

(3) 事業所は、前号の規定による検査結果の報告を受けたときは、当該検査のうち

個人にかかる結果について、当該検査を受診した従事者に通知するものとする。

この場合において、当該検査結果が陽性である者への通知は、この検査事業にお

いて市が推奨する医療機関の受診方法の案内を添えて行うものとする。 

(4) 市と青梅市医師会は、前号の検査結果が陽性である者が医療機関を受診する場

合の対応および受診後の東京都西多摩保健所への連絡その他の必要な対応につ

いて、あらかじめ協議の上、それらの事項を定めた契約を別に締結するものとす

る。 

６ 検査方法 

前項の検査の方法は、鼻咽頭ぬぐい液または唾液を用いたＰＣＲ検査または抗原

定量検査とし、委託事業者が定めるところにより実施するものとする。 

７ 検査回数 

検査事業による検査回数は、対象者１人につき２回までとする。 

８ 費用負担 

検査事業による検査の費用は、次項に定める範囲内で、市が負担するものとする。 

９ 委託料 

(1) 検査事業にかかる委託事業者への委託料は、市と委託事業者との契約に定める

検査１回当たりの単価に、第５項第２号の規定による検査結果の報告にもとづく

検査を受けた者の人数を乗じて得た額とし、市は、委託事業者からの請求にもと

づき、これを支払うものとする。 

(2) 第５項第４号の規定にもとづき、青梅市医師会に所属する医療機関が実施する

診療にかかる委託料は、市と青梅市医師会との契約に定める診療１回当たりの単

価に、同号の規定にもとづき実施した診療を受けた者の人数を乗じて得た額とし、

市は、青梅市医師会からの請求にもとづき、これを支払うものとする。 

10 その他 

この要綱に定めるもののほか、検査事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

11 実施期日等 

(1) この要綱は、令和３年４月２６日から実施し、同年７月１日にその効力を失う

ものとする。 
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(2) この要綱の失効前に、この要綱にもとづき実施された検査事業に関して、この

要綱の失効後に必要となる委託料の支払等の手続に関しては、なお従前の例によ

る。 

 

 

 青梅市私的二次救急病院救急体制確保補助金交付要綱  

 

１ 目的 

この要綱は、青梅市における救急医療体制を確保するため、青梅市内（以下「市

内」という。）の私的二次救急病院の救急体制の確保に要する費用の一部を補助す

ることに関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ 補助対象者 

補助対象者は、次の全てに該当する市内の医療機関とする。 

(1) 救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第２条第１項の規定に

もとづき、東京都知事が救急病院として告示した病院 

(2) 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条に規定する公的医療機関以外の

病院 

(3) 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第３５条の５第１項の規定にもとづく東

京都の傷病者の搬送および受入れに関する実施基準において、救急搬送先として

の東京都指定二次救急医療機関のリストに掲載されている病院 

３ 補助金の額 

補助金の額は、補助対象となる医療機関にかかる補助実施年度の初日の属する年

の前年の青梅市民の搬送傷病者数に１３，０００円を乗じて得た額とする。 

４ 補助金の交付申請 

補助金の交付を受けようとする医療機関の設置者（以下「申請者」という。）は、

青梅市私的二次救急病院救急体制確保補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げ

る書類を添えて、青梅市長（以下「市長」という。）に提出するものとする。 

(1) 救急医療の受入れ体制の概要および受入状況を示した書類 

(2) その他市長が必要と認める書類 

５ 補助金の交付決定 

市長は、前項の規定による補助金の交付申請があった場合において、当該申請に

かかる書類を審査し、これを適当と認めたときは交付を決定し、青梅市私的二次救

急病院救急体制確保補助金交付決定書（様式第２号）により当該申請者に通知する

ものとする。 
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６ 補助金の交付 

(1) 前項の規定により交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

補助金を請求しようとするときは、青梅市私的二次救急病院救急体制確保補助金

交付請求書（様式第３号）を市長に提出するものとする。 

(2) 市長は、前号の規定による請求書の提出を受けた場合において、その内容を審

査の上、適当と認めるときは、補助金を交付するものとする。 

７ 交付決定の取消し等 

市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

全部または一部を取り消すことができる。 

(1) 第２項に規定する基準を満たさなくなったとき。 

(2) 長期にわたって救急業務の受入れができないとき。 

８ 補助金の返還 

市長は、前項の場合において、当該取消しにかかる部分に関してすでに補助金が

交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

９ その他 

この要綱に定めるもののほか必要な事項は、青梅市補助金等交付規則（昭和４１

年規則第１６号）の定めるところによる。 

10 実施期日等 

(1) この要綱は、令和３年２月９日から実施し、令和５年４月１日にその効力を失

うものとする。 

(2) この要綱の失効前に、この要綱にもとづき交付決定された補助金に関して、こ

の要綱の失効後に必要となる返還等の手続に関しては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

１ 目的 

この要綱は、予防接種法（昭和２３年法律第６８号。以下「法」という。）にも

とづく予防接種の対象者で、新型コロナウイルス感染症の影響により、予防接種法

施行令（昭和２３年政令第１９７号。以下「施行令」という。）第１条の３第１項

に規定する対象年齢において接種できなかったものが、任意で接種した際の費用を

助成することについて必要な事項を定めることを目的とする。 

青梅市新型コロナウイルス感染症の影響 

に伴う予防接種費用助成金交付要綱 
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２ 助成対象の予防接種 

助成対象となる予防接種（以下「助成対象予防接種」という。）は、新型コロナ

ウイルス感染症の影響で接種を控えたことにより接種できなかった法第２条第２

項に規定するＡ類疾病にかかるものとする。 

３ 助成対象者 

助成対象予防接種の対象者（以下「助成対象者」という。）は、次の各号のいず

れにも該当するものとする。 

(1) 接種日において青梅市（以下「市」という。）の住民基本台帳に登録されてい

る者 

(2) 令和２年３月１日以後に、新型コロナウイルス感染症の影響により助成対象予

防接種の接種を控えたため、施行令に規定する対象年齢を徒過し、任意で接種し

た者 

４ 助成額 

助成額は、接種対象者が助成対象予防接種に要した費用と助成対象予防接種を受

けた年度における市と青梅市医師会との助成対象予防接種にかかる契約単価とワ

クチン購入契約単価を合わせた額を比較して少ない方の額とする。 

５ 助成金の交付申請 

助成対象予防接種を受けた助成対象者（助成対象者が２０歳未満の場合はその保

護者）は、青梅市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う予防接種費用助成金交付

申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 助成対象予防接種の実施医療機関が発行した領収書の原本（接種した予防接種

の種類および金額が記載されたものに限る。） 

(2) 助成対象予防接種の予診票の写しまたは当該接種履歴が確認できるものの写

し 

６ 助成金の交付決定 

市長は、前項の規定による申請があったときは、当該申請にかかる書類の審査を

行い、交付の可否を決定し、青梅市新型コロナウイルス感染症の影響に伴う予防接

種費用助成金（交付・不交付）決定通知書（様式第２号）により、その結果を助成

対象者に通知するものとする。 

７ 助成金の支払等 

(1) 前項の規定により助成の決定を受けた者は、青梅市新型コロナウイルス感染症

の影響に伴う予防接種費用助成金交付請求書（様式第３号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

(2) 市長は、前号の規定による請求があった場合、その内容を確認後、助成金交付
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決定者に助成金を支払うものとする。 

８ 交付決定の取消し等 

市長は、助成金交付決定者が次のいずれかに該当した場合は、助成金の交付の決

定の一部または全部を取り消すものとし、当該取消しにかかる部分に関し、すでに

助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

(1) 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

(2) 助成金を助成対象予防接種以外の用途に使用したとき。 

９ その他必要な事項 

この要綱に定めるもののほか必要な事項は、青梅市補助金等交付規則（昭和４１

年規則第１６号）の定めるところによる。 

10 実施期日等 

(1) この要綱は、令和３年２月１５日から実施し、令和２年３月１日（以下「適用

日」という。）から適用する。ただし、令和４年４月１日にその効力を失うもの

とする。 

(2) この要綱の失効前に、この要綱にもとづき交付された助成金に関して、この要

綱の失効後に必要となる助成金の返還等の手続に関しては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

１ 目的 

この要綱は、新型コロナウイルスワクチン（以下「ワクチン」という。）の接種

において、接種を受けた市民が、接種会場から住所地への移動手段としてタクシー

を利用したときの運賃等（道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第９条の３に

規定する運賃および料金をいう。以下同じ。）の一部を助成する事業（以下「助成

事業」という。）を実施することについて必要な事項を定め、もって市民の経済的

負担の軽減を図り、ワクチン接種の促進に寄与することを目的とする。 

２ 実施主体 

(1) 助成事業の実施主体は、青梅市（以下「市」という。）とし、適切に助成事業

が実施できるタクシー事業者（道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅

客自動車運送事業を行うものをいう。以下「事業者」という。）と協定を締結し

て実施するものとする。 

令和３年度青梅市新型コロナウイルスワクチン 

接 種 に か か る 交 通 費 助 成 事 業 実 施 要 綱 
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(2) 前号に規定する事業者は、青梅市内（以下「市内」という。）に営業所を有す

るものとする。 

３ 対象者 

助成事業の対象者は、次に掲げる条件を全て満たす者とする。 

(1) ワクチン接種日に市内に住所を有する者であること。 

(2) 昭和３２年４月１日以前に生まれた者であること。 

(3) 接種会場から住所地までのタクシーによる移動を希望し、事業者のタクシーを

利用するものであること。 

４ 助成の額 

助成の額は、１乗車当たり１，０００円を超える運賃および料金とし、ワクチン

接種１回につき１回限りとする。 

５ 助成の申請 

(1) 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、事業者のタクシーを

利用するときは、乗車時にワクチン接種済証（以下「接種済証」という。）を提

示し、運賃のうち前項の規定による助成の額を除いた額を事業者に支払うものと

する。 

(2) 事業者は、申請者の運賃のうち１，０００円を超える額および料金を市に請求

する。 

６ 助成金の支払 

(1) 事業者は、申請者が提示した接種済証の情報を記載した乗車管理表および請求

書を、当該乗車があった月ごとに取りまとめ、速やかに青梅市長（以下「市長」

という。）に提出するものとする。 

(2) 市長は、前号の規定により請求書が提出されたときは、速やかにその内容を審

査し、３０日以内に助成金を支払うものとする。 

７ 助成金の返還 

市長は、偽りその他不正な手段により助成を受けた者があるときは、すでに交付

してある助成金の全部または一部を返還させることができる。 

８ その他 

この要綱に定めるもののほか、助成事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

９ 実施期日等 

(1) この要綱は、令和３年５月１日から実施し、令和４年４月１日にその効力を失

うものとする。 

(2) この要綱の失効前に行われた申請者の乗車について、この要綱の失効後に必要
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となる助成金の支払等の手続に関しては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

１ 目的 

この要綱は、東京都の令和２年度新型コロナウイルス感染症による保育施設等の

臨時休園等に対する支援事業補助要綱（令和２年４月２４日２福保子保第１９５

号）の対象事業として、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための青梅市長（以

下「市長」という。）の要請を受け、保育施設が児童に対する登園自粛の要請また

は臨時休園（以下「登園自粛等」という。）を行ったことに伴う利用者負担額等の

減額分または返金分に相当する金額を補助することについて、必要な事項を定める

ことを目的とする。 

２ 補助対象施設 

補助対象施設は、次に掲げる保育施設とする。 

(1) 東京都一時預かり事業・定期利用保育事業実施要綱（平成７年１０月２３日付

７福子推第２７６号）に規定する定期利用保育事業を実施する保育施設 

(2) 東京都認証保育所事業実施要綱（平成１３年５月７日付１２福子推第１１５７

号）に規定する東京都認証保育所 

３ 補助金額 

補助金額は、次に掲げる利用者負担額または月額保育料にかかる登園自粛等に伴

う減額分または返金分に相当する金額とする。ただし、算出された額に１００円未

満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

(1) 前項第 1号に掲げる保育施設の利用に要する利用者負担額 

(2) 前項第２号に掲げる東京都認証保育所とその利用者の間の契約にもとづく月

額保育料 

４ 交付申請 

この補助金の交付を受けようとする保育施設は、令和２年度青梅市新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のための登園自粛等にかかる保育施設に対する支援事業補

助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

５ 交付決定 

令和２年度青梅市新型コロナウイルス感染症拡大防止のための

登園自粛等にかかる保育施設に対する支援事業補助金交付要綱
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市長は、前項の規定による申請があったときは、申請内容を審査の上、速やかに

補助金交付の可否について決定し、令和２年度青梅市新型コロナウイルス感染症拡

大防止のための登園自粛等にかかる保育施設に対する支援事業補助金交付（不交

付）決定通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知するものとする。 

６ 補助金の支払等 

(1) 前項の規定による交付決定通知書を受領した事業者（以下「補助事業者」とい

う。）は、速やかに請求書を市長に提出しなければならない。 

(2) 市長は、前号による請求があったときは、その内容を審査し、速やかに補助金

を交付するものとする。 

７ 申請内容の変更等 

補助事業者は、第４項に規定する補助金の交付申請時の内容に変更があったとき

は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。ただし、軽微なものについて

は報告をもって代えることができる。 

８ 決定の取消し 

市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、交付決定の全部ま

たは一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他の不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金の交付決定の内容またはこれに付した条件その他法令に違反したとき。 

９ 補助金の返還 

市長は、前項の規定により、補助金の交付決定の全部または一部を取り消した場

合において、補助事業の当該取消しにかかる部分に関し、すでに補助事業者に補助

金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

10 その他必要事項 

この要綱に定めるもののほか必要な事項は、青梅市補助金等交付規則（昭和４１

年規則第１６号）の定めるところによるほか、市長が別に定める。 

11 実施期日等 

(1) この要綱は、令和３年３月５日から実施し、令和２年４月１日から適用する。

ただし、令和３年４月１日にその効力を失うものとする。 

(2) この要綱の失効前に、この要綱にもとづき交付決定された補助金に関して、こ

の要綱の失効後に必要となる補助金の交付等の手続に関しては、なお従前の例に

よるものとする。 
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１ 目的 

この要綱は、新型コロナウイルス感染症対策（以下「感染症対策」という。）と

して青梅商工会議所（以下「会議所」という。）が実施する、テイクアウト・サポ

ートプロジェクト支援事業に要する経費を予算の範囲内で補助することに関し必

要な事項を定め、その業務の適正かつ円滑な実施に資すること目的とする。 

２ 補助対象者 

  この補助金の対象者は、会議所とする。 

３ 補助対象事業 

この補助金の対象となる事業は、会議所が実施するテイクアウト・サポートプロ

ジェクト事業とする。 

４ 事業の実施 

  補助事業の実施に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

(1) 搬送者はマスクの着用、搬送前・後の消毒等、感染症対策および衛生管理を徹

底すること。 

(2) 個人情報の適正な管理に十分配慮し、補助事業に携わる者が業務上知り得た情

報を漏らすことのないよう、個人情報の厳格な取扱いについて周知徹底を図るこ

と。 

（3）配送者は、配送の際には身分証を常時着用し、所属、指名を配送先に明示する

こと。 

５ 補助対象経費 

  補助金の対象となる経費は、補助対象事業にかかる次に掲げる経費とする。 

(1) 配送にかかる人件費 

(2) 配送システムの構築・運営、契約手数料、配送車保険等の管理費 

(3) 機器等のリース料 

(4) ホームページ作成経費、ポスティング・折り込み等の広告宣伝費 

６ 補助金の交付額 

補助金の額は、予算の範囲内において算定した額とする。ただし、１，０００円

未満の端数が生じたときは、切り捨てるものとする。 

７ 交付申請 

補助金の交付を受けようとする会議所の長は、令和２年度青梅市新型コロナウイ

令和２年度青梅市新型コロナウイルス感染症対策テイク

アウト・サポートプロジェクト支援事業補助金交付要綱
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ルス感染症対策テイクアウト・サポートプロジェクト支援事業補助金交付申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、青梅市長（以下「市長」という。）

に提出しなければならない。 

(1) 事業実施計画書 

(2) その他市長が必要と認める書類 

８ 補助金の交付決定 

市長は、前項の規定による申請があったときはその内容を審査の上、適当と認め

る場合は、補助金の交付を決定し、令和２年度青梅市新型コロナウイルス感染症対

策テイクアウト・サポートプロジェクト支援事業補助金交付決定通知書（様式第２

号）により通知するものとする。 

９ 申請内容の変更等 

前項の規定による補助金の交付決定を受けた会議所の長（以下「交付決定者」と

いう。）は、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ市長の承認を受けなけれ

ばならない。ただし、軽微なものについては報告をもって代えることができる。 

(1) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(2) 補助事業を中止し、または廃止しようとするとき。 

10 実績報告 

交付決定者は、令和２年度青梅市新型コロナウイルス感染症対策テイクアウト・

サポートプロジェクト支援事業補助金実績報告書（様式第３号）に必要書類を添付

して、半期ごとに市長に提出しなければならない。 

11 補助金の額の確定等 

(1) 市長は、前項の規定による実績報告書の提出があったときは、その内容を審査

するとともに必要に応じて現地調査等を行い、その報告にかかる補助事業の成果

が補助金交付決定内容およびこれに付した条件に適合すると認める場合は、交付

すべき補助金の額を確定し、令和２年度青梅市新型コロナウイルス感染症対策テ

イクアウト・サポートプロジェクト支援事業補助金確定通知書（様式第４号）に

より通知するものとする。 

(2) 市長は、交付決定者の請求にもとづき、補助金の支払を行うものとする。 

12 交付決定の取消し 

市長は、交付決定者が次のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全

部または一部を取り消すものとする。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 交付の決定の内容またはこれに付した条件その他法令に違反したとき。 
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13 補助金の返還 

(1) 市長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部または一部を取り消した場

合において、補助事業の当該取消しにかかる部分に関し、すでに交付決定者に補

助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

(2) 前号の規定は、第１１項の規定により交付すべき補助金の額を確定したときに、

すでにその額を超える補助金が交付されている場合において、その超えた額につ

いても適用する。 

14 その他 

この要綱に定めるもののほか必要な事項は、青梅市補助金等交付規則（昭和４１

年規則第１６号）の定めるところによる。 

15 実施期日等 

(1) この要綱は令和３年３月５日から実施し、令和２年５月１日から適用する。た

だし、令和３年４月１日にその効力を失うものとする。 

(2) この要綱の失効前に、この要綱にもとづき交付決定された補助金に関して、こ

の要綱の失効後に必要となる実績報告、補助金の返還等の手続に関しては、なお

従前の例によるものとする。 

 

 

 青梅市ウメ輪紋ウイルス防除等事業実施要綱  

 

１ 目的 

この要綱は、青梅市内のウメ輪紋ウイルス防除等事業に関し、必要な事項を定め、

もってウメ輪紋ウイルスの再発防止および防除体系の確立に資することを目的と

する。 

２ 定義 

この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げるところによる。 

(1) 事業対象地区別表に掲げる地区をいう。 

(2) 対象植物 事業対象地区において、農地、公園、街路樹、オープンガーデン、

学校等（以下「農地等」という。）に植栽されているウメをいう。 

３ 感染調査等の実施 

 (1) 青梅市長（以下「市長」という。）は、事業対象地区における対象植物について、

次に揚げる事業を実施するものとする。 

ア 年２回のウメ輪紋ウイルス感染状況調査 

イ 春季および秋季のアブラムシ防除 
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 (2) 前号の場合において、市長は、事前に事業対象地区における対象植物の所有者

に対し、感染調査等への協力を依頼するものとし、調査・防除同意書（様式第１

号）により、当該所有者の同意を得るものとする。 

４ 感染樹の伐採の実施 

 (1) 前項第１号に揚げる調査により、対象植物がウメ輪紋ウイルスに感染している

ことが確認されたときは、市長は、当該対象植物の伐採を実施するものとする。 

 (2) 前号の場合において、市長は、事前に対象植物の所有者に対し、伐採への協力

を依頼するものとし、伐採同意書（様式第２号）により、当該所有者の同意を得

るものとする。 

５ 事業対象以外への対応 

  市長は、事業対象地区内の農地等以外のウメの所有者に対し、アブラムシ防除へ

の協力を依頼するものとするほか、事業対象地区以外のウメの所有者に対しても、

同様に協力を依頼するものとする。 

６ 実施期日等 

  この要綱は、令和３年４月１３日から実施し、令和６年４月１日にその効力を失

うものとする。 

 

別表（第２項関係） 

 事業対象地区  

 旧強化対策地区１ 和田町１丁目、和田町２丁目、梅郷１丁目、梅郷２丁目、 

梅郷３丁目、梅郷４丁目、梅郷５丁目、梅郷６丁目 

 

 旧強化対策地区２ 柚木町１丁目、二俣尾１丁目、二俣尾２丁目、畑中３丁目、 

日向和田２丁目の一部、日向和田３丁目 

 

 旧強化対策地区３ 柚木町２丁目の一部、柚木町３丁目の一部、二俣尾３丁目、 

二俣尾４丁目の一部、畑中１丁目の一部、畑中２丁目の一部、

日向和田１丁目、日向和田２丁目の一部 

 

 

 

 青梅市営住宅長寿命化計画検討委員会設置要綱  

 

１ 設置 

市営住宅の長寿命化に資する予防保全的な管理や改善を計画的に推進することを目

的とした青梅市営住宅長寿命化計画（以下「計画」という。）の改定に当たり、必要
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な事項を検討するため、青梅市営住宅長寿命化計画検討委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置する。 

２ 所掌事項 

委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 計画の改定に関すること。 

(2) その他必要な事項に関すること。 

３ 組織 

(1) 委員会は、委員７人をもって組織し、それぞれ次の職にある者をこれに充てる。 

ア 委員長 都市整備部長 

イ 副委員長 住宅課長 

ウ 委員 財政課長、施設課長、防災課長、福祉総務課長および高齢者支援課長 

(2) 前号の規定にかかわらず、委員長は、必要と認める者を臨時委員として委員会

に出席させることができる。 

４ 委員長の職務および代理 

(1) 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

(2) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

５ 会議 

委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 

６ 部会 

(1) 委員会は、必要に応じて委員および委員以外の者を構成員とする部会を置くこ

とができる。 

(2) 部会の構成および運営に関しては、委員長が定める。 

７ 報告 

委員長は、青梅市長に対し、必要に応じて委員会の検討経過を報告するとともに、

最終検討結果を報告する。 

８ 庶務 

委員会の庶務は、住宅課において処理する。 

９ その他 

この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め

る。 

10 実施期日等 

この要綱は、令和３年４月１日から実施し、第７項の規定による最終検討結果の

報告のあった日の翌日をもって廃止する。 
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青梅市コミュニティ・スクール導入検討委員会設置要綱  

 

１ 設置 

コミュニティ・スクール（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和  

３１年法律第１６２号）第４７条の５第１項に規定する学校運営協議会を設置し

て、学校、地域住民等が一体となって学校運営を行っていく制度をいう。以下同

じ。）の導入について、必要な事項の検討を行うため、青梅市コミュニティ・ス

クール導入検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 所掌事項 

委員会は、コミュニティ・スクールの導入に関することについて検討を行う。 

３ 組織 

委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

(1) 委員長 指導室長 

(2) 副委員長 委員長が委員の中から指名するものとする。 

(3) 委員 子育て推進課長、教育総務課長、教育指導担当主幹、社会教育課長な

らびに青梅市小学校長会の代表および青梅市中学校長会の代表で青梅市教育

委員会教育長（以下「教育長」という。）が任命する者 

４ 委員の任期 

委員の任期は、指名または任命の日から第７項の規定による最終検討結果の報

告のあった日までとする。 

５ 委員長および副委員長の職務 

(1) 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

(2) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理

する。 

６ 会議 

(1) 委員会は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 

(2) 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させるこ

とができる。 

７ 報告 

委員会は、第２項に掲げる事項について調査研究および検討をし、その経過お

よび結果を教育長に報告する。 

８ 庶務 

委員会の庶務は、コミュニティ・スクール管理担当課において処理する。 

９ その他 
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この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定

める。 

10 実施期日等 

この要綱は、令和３年２月４日から実施し、第７項の規定による最終検討結果

の報告のあった日の翌日をもって廃止する。 

 

 

 青梅市文化交流センター内カフェ事業者選定委員会設置要綱  

 

１ 設置 

青梅市文化交流センターにおいてカフェを経営する事業者（以下「カフェ事業者」

という。）の選定を厳正かつ公正に行うため、青梅市文化交流センター内カフェ事

業者選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 所掌事項 

委員会は、次に掲げる事項を処理する。 

(1) プロポーザル方式による事業者選定の実施方法をまとめた実施要領の決定に

関すること。 

(2) カフェ事業者の選定に関すること。 

３ 組織 

委員会は、委員５人をもって組織し、それぞれ次の職にあるものをもってこれに

充てる。 

(1) 委員長 

教育部長 

(2) 副委員長 

社会教育課長 

(3) 委員 

企画政策課、市民活動推進課および商工観光課に所属する職員のうちから教育

部長が指名する職員各１人 

４ 委員長および副委員長の職務 

(1) 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

(2) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、または委員長が欠け

たときは、その職務を代理する。 

５ 会議 

委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 
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６ 報告 

委員長は、委員会の会議で協議した結果をまとめ、青梅市長（以下「市長」とい

う。）に報告する。 

７ 庶務 

委員会の庶務は、社会教育課において処理する。 

８ その他 

この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め

る。 

９ 実施期日等 

この要綱は、令和３年４月１４日から実施し、第６項の規定にもとづく市長への

報告をした日の翌日をもって廃止する。 

 


